
 
平成17年12月期 個別財務諸表の概要 平成18年２月２日

上場会社名 株式会社　大塚商会 上場取引所 東証第一部

コード番号 ４７６８ 本社所在都道府県 東京都

(URL　http://www.otsuka-shokai.co.jp/)

代　　表　　者　役職名 取締役社長 　　　　氏名　大塚　裕司

問合せ先責任者　役職名
 

専務取締役兼上席執行役員
管理本部長　　　　　　　氏名　原田　要市

 
ＴＥＬ　（03）3264－7111　（本社）

決算取締役会開催日 平成18年２月２日 中間配当制度の有無 有

配当支払開始予定日 平成18年３月31日 定時株主総会開催日 平成18年３月30日

単元株制度採用の有無 有（１単元　100株）   

１．平成17年12月期の業績（平成17年１月１日～平成17年12月31日）

(1）経営成績 （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年12月期 380,277 11.0 19,878 29.1 20,388 30.2
16年12月期 342,537 8.2 15,393 82.7 15,656 85.4

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年12月期 10,871 17.7 344 02 － 19.6 12.7 5.4

16年12月期 9,235 286.2 292 25 － 18.7 10.1 4.6

（注）①期中平均株式数 17年12月期 　31,602,793株 16年12月期 31,603,135株
②会計処理の方法の変更 無
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2）配当状況

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年12月期 75 00     － 75 00 2,370 21.8 4.1
16年12月期 55 00     － 55 00 1,738 18.8 3.2

 

(3）財政状態

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年12月期 163,228 57,169 35.0 1,809 03 

16年12月期 157,375 53,840 34.2 1,703 66 

（注）①期末発行済株式数 17年12月期 31,602,589株 16年12月期 31,603,030株
②期末自己株式数 17年12月期 64,431株 16年12月期 63,990株

２．平成18年12月期の業績予想（平成18年１月１日～平成18年12月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

     中間      期末  

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 208,100 13,540 13,910 7,820  －   －   －
通　期 400,000 20,900 21,500 12,000 　－ 75 00 75 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　379円72銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。



個別財務諸表等
(1）貸借対照表

第44期
(平成16年12月31日)

第45期
(平成17年12月31日)

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１．現金及び預金 ※２ 6,033 10,813 4,779

２．受取手形 ※6,7 2,971 2,511 △460

３．売掛金 ※８ 44,266 50,027 5,760

４．商品 12,679 12,953 273

５．保守部品 1,655 1,487 △167

６．仕掛品 488 552 63

７．貯蔵品 170 118 △51

８．前渡金 2,201 2,915 714

９．前払費用 664 520 △143

10．繰延税金資産 1,414 1,759 345

11．短期貸付金 156 609 452

12．未収入金 4,450 4,644 194

13．その他 36 146 110

貸倒引当金 △291 △282 8

流動資産合計 76,898 48.9 88,777 54.4 11,879

Ⅱ　固定資産  

１．有形固定資産  

(1）建物 ※２ 63,923 64,661 737

減価償却累計額 ※１ △31,657 32,265 △33,410 31,250 △1,752

(2）構築物 2,348 2,348 △0

減価償却累計額 ※１ △1,641 707 △1,678 669 △37

(3）車両運搬具 801 753 △47

減価償却累計額 ※１ △653 148 △623 130 29

(4）器具備品 9,854 10,840 985

減価償却累計額 ※１ △5,756 4,098 △6,751 4,088 △995

(5）土地 ※2,3  16,819  16,819 - 

(6）建設仮勘定 － 63 63

有形固定資産合計 54,040 34.3 53,022 32.5 △1,017

- 1 -



第44期
(平成16年12月31日)

第45期
(平成17年12月31日)

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

２．無形固定資産  

(1）営業権 15 1 △14

(2）電話加入権 273 272 △1

(3）温泉利用権 19 14 △4

(4）ソフトウェア 4,458 3,966 △492

無形固定資産合計 4,767 3.0 4,254 2.6 △512

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券 2,943 4,533 1,589

(2）関係会社株式 4,551 4,562 11

(3）従業員長期貸付金 3 6 2

(4）関係会社長期貸付金 151 127 △24

(5）差入保証金 2,345 2,257 △87

(6）破産債権・更生債権
その他これらに準じ
る債権

797 944 146

(7）繰延税金資産 1,659 1,754 94

(8）再評価に係る繰延税
金資産

※３ 6,228 － △6,228

 (9）長期前払費用 3,427 2,963 △463

(10）会員権 107 103 △3

(11）その他 231 745 514

貸倒引当金 △777 △824 △47

投資その他の資産合計 21,669 13.8 17,173 10.5 △4,495

固定資産合計 80,477 51.1 74,451 45.6 △6,026

資産合計 157,375 100.0 163,228 100.0 5,853
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第44期
(平成16年12月31日)

第45期
(平成17年12月31日)

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

 

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１．支払手形 ※2,6 20,531 22,251 1,719

２．買掛金 ※２ 35,239 37,798 2,558

３．短期借入金 11,400 5,600 △5,800

４．１年内返済予定長期借
入金

6,104 714 △5,390

５．未払金 3,991 5,897 1,906

６．未払法人税等 2,713 6,974 4,261

７．未払消費税等 1,584 1,302 △281

８．未払費用 2,459 2,560 100

９．前受金 3,709 4,245 535

10．預り金 3,553 3,704 150

11．賞与引当金 2,130 2,250 120

流動負債合計 93,418 59.4 93,299 57.2 △118

Ⅱ　固定負債  

１．長期借入金 1,164 2,950 1,786

２．退職給付引当金 8,509 9,015 505

３．役員退職慰労引当金 261 306 45

４．再評価に係る繰延税　
　　金負債　　　　　　

 ※３ - 267 267

５．その他 182 220 38

固定負債合計 10,116 6.4 12,759 7.8 2,642

負債合計 103,535 65.8 106,059 65.0 2,523
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第44期
(平成16年12月31日)

第45期
(平成17年12月31日)

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

増減
(百万円)

（資本の部）  

Ⅰ　資本金  10,374 6.6 10,374 6.3 - 

Ⅱ　資本剰余金  

１．資本準備金 16,254 16,254 - 

資本剰余金合計 16,254 10.3 16,254 10.0 - 

Ⅲ　利益剰余金  

１．利益準備金 2,593 2,593 - 

２．任意積立金  

(1) プログラム準備金 3,294 2,939 △354

(2) 固定資産圧縮積立金 15 15 - 

(3) 別途積立金 22,350 25,660 22,350 25,305 - 

３．当期未処分利益 7,729 17,217 9,488

利益剰余金合計 35,983 22.9 45,117 27.6 9,133

Ⅳ　土地再評価差額金 ※３ △9,075 △5.8 △15,572 △9.5 △6,496

Ⅴ　その他有価証券評価差額
金

 413 0.3 1,109 0.7 696

Ⅵ　自己株式 ※４ △109 △0.1 △113 △0.1 △3

資本合計 53,840 34.2 57,169 35.0 3,329

負債・資本合計 157,375 100.0 163,228 100.0 5,853
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(2）損益計算書

第44期
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

第45期
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅰ　売上高   342,537 100.0  380,277 100.0 37,739

Ⅱ　売上原価  263,312 76.9  293,825 77.3 30,513

売上総利益 79,225 23.1 86,451 22.7 7,226

Ⅲ　販売費及び一般管理費 63,832 18.6 66,572 17.5 2,740

営業利益 15,393 4.5 19,878 5.2 4,485

Ⅳ　営業外収益  

１．受取利息 9 8 △0

２．受取配当金 82 96 13

３．家賃収入  366 404 37

４．その他 140 599 0.2 172 682 0.2 31

Ⅴ　営業外費用  

１．支払利息 315 149 △165

２．社債利息 5 - △5

３．その他 15 336 0.1 22 172 0.0 6

経常利益 15,656 4.6 20,388 5.4 4,732
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第44期
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

第45期
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

増減
(百万円)

Ⅵ　特別利益  

　１．投資有価証券売却益  9   -   △9

　２．関係会社株式売却益  210   86   △124

  ３．貸倒引当金戻入益  76   8   △67

  ４．厚生年金基金代行返上
益

 5,046 5,343 1.6 - 95 0.0 △5,046

Ⅶ　特別損失  

１．固定資産売却損  488 - △488

２．固定資産除却損  154 90 △64

３．減損損失 ※１ 1,614 - △1,614

４．投資有価証券売却損 0 4 4

５．投資有価証券評価損 253 - △253

６．会員権評価損 23 1 △22

７．関係会社株式売却損 676 - △676

８．会計基準変更時差異償
却

1,663   1,608   △54

９．退職給付終了損失 440 5,315 1.6 - 1,705 0.5 △440

税引前当期純利益 15,683 4.6 18,778 4.9 3,094

法人税、住民税及び事
業税

4,449 8,823 4,373

法人税等調整額 1,997 6,447 1.9 △917 7,906 2.0 △2,914

当期純利益 9,235 2.7 10,871 2.9 1,635

土地再評価差額金取崩
額

△3,143 - 3,143

前期繰越利益 1,637 6,345 4,708

当期未処分利益 7,729 17,217 9,488
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(3）利益処分案

              第44期
    （自　平成16年１月１日

  至　平成16年12月31日）

              第45期
　　（自　平成17年１月１日

  至　平成17年12月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）
増減

(百万円)

Ⅰ　当期未処分利益 7,729 17,217 9,488

Ⅱ　任意積立金取崩額  

１．プログラム準備金取崩
額

354 354 418 418 64

合計 8,083 17,636 9,552

Ⅲ　利益処分額

１．配当金
 

1,738 1,738 2,370 2,370 632

Ⅳ　次期繰越利益 6,345 15,266 8,920
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重要な会計方針

項　　目
第44期

（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

第45期
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

(2）その他有価証券 (2）その他有価証券

時価のあるもの 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

同左

時価のないもの 時価のないもの

移動平均法による原価法 移動平均法による原価法

 なお、投資事業有限責任組合及びそ

れに類する組合への出資（証券取引

法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）については、組合契

約に規定される決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方法に

よっております。 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

時価法

デリバティブ

 ──────

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品・保守部品

……移動平均法による原価法

商品・保守部品

同左

仕掛品 仕掛品

……個別法による原価法 同左

貯蔵品 貯蔵品

……最終仕入原価法 同左

４．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

定率法

(1）有形固定資産

同左

　ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産

自社利用のソフトウェア 　　　　　　同左

　当社における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

　          

(3）長期前払費用 (3）長期前払費用

定額法 同左
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項　　目
第44期

（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

第45期
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し回

収不能見込額を計上しております。

同左

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額のうち当事業年度に負担す

べき額を計上しております。

　　　　　　同左

(3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、計上して

おります。なお、会計基準変更時差異

については、５年による按分額、また、

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間内の一定の年数

（12年）による定額法により費用処理

しております。　

　数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間内の一定の

年数（12年）による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしておりま

す。 

（追加情報）

当社は、確定給付企業年金法の施行に

伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成16年２月１日に厚生労働大臣

から過去分返上の認可を受け、平成16

年８月17日に返還額（最低責任準備

金）の納付を行いました。

　当事業年度における損益に与えてい

る影響額は、特別利益として5,046百

万円計上しております。

　当社は、平成16年４月に退職一時金

制度の一部について確定給付年金制度

へ移行し「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用しております。

　本移行に伴う影響額は、特別損失と

して440百万円計上しております。

　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、計上して

おります。なお、会計基準変更時差異

については、５年による按分額、また、

過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間内の一定の年数

（12年）による定額法により費用処理

しております。　

　数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間内の一定の

年数（12年）による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしておりま

す。 
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項　　目
第44期

（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

第45期
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

(4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を引当

計上しております。

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

　消費税等の処理方法

　税抜方式によっております。

 　　       

　消費税等の処理方法

同左

 　　       

会計処理方法の変更

第44期
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

第45期
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

(固定資産の減損に係る会計基準)

　固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）が平成16年３月31日に終了する事業年度に係る財

務諸表から適用できることになったことに伴い、当事業年

度から同会計基準及び同適用指針を適用しております。こ

れにより税引前当期純利益は1,614百万円減少しておりま

す。

　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき減損損失累計額を減価償却累計額に含めて、

減価償却累計額の科目名をもって表示しております。

  　　　　　　　　　──────

表示方法の変更

第44期
（自　平成16年１月１日

至　平成16年12月31日）

第45期
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

 　　　　          ────── (貸借対照表）　　　　　　　　　

　「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律

第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月１

日より適用となったこと及び「金融商品会計に関する実務

指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２月15日

付で改正されたことに伴い、当事業年度から投資事業有限

責任組合及びそれに類する組合への出資（証券取引法第２

条第２項により有価証券とみなされるもの）を投資有価証

券として表示する方法に変更いたしました。

　なお、当事業年度末の投資有価証券に含まれる当該出資

の額は182百万円であり、前事業年度末のその他（投資そ

の他の資産）に含まれる当該出資の額は183百万円であり

ます。　　　　　
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注記事項

（貸借対照表関係）

第44期
（平成16年12月31日）

第45期
（平成17年12月31日）

※１．減価償却累計額には、減損損失累計額1,221百万円

が含まれております。 

 

※１．減価償却累計額には、減損損失累計額1,221百万円

が含まれております。 

 

※２．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

※２．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

(イ) 担保に供している資産 (イ) 担保に供している資産

定期預金 11百万円

建物 697

土地 535

計 1,244

定期預金 11百万円

建物 683

土地 535

計 1,229

(ロ) 上記に対応する債務 (ロ) 上記に対応する債務

支払手形・買掛金 187百万円 支払手形・買掛金 186百万円

※３．「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法

律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

再評価差額から再評価に係る繰延税金資産を控除し

た金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計

上しております。

※３．「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日

公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法

律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

再評価差額から再評価に係る繰延税金負債を控除し

た金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計

上しております。

　なお、当事業年度末において、当社が計上してい

た土地の再評価に係る繰延税金資産について、回収

可能性を検討した結果、確実な回収を見込むことが

困難なもの6,496百万円について取崩し、土地再評

価差額金を同額減額しております。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 同法律第３条第３項に定める再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に

定める路線価及び路線価のない土地は第２条第

３号に定める固定資産税評価額に基づき、奥行

き価格補正等の合理的な調整を行って算出して

おります。

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に

定める路線価及び路線価のない土地は第２条第

３号に定める固定資産税評価額に基づき、奥行

き価格補正等の合理的な調整を行って算出して

おります。

再評価を行った年月日 平成13年12月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額

△1,382百万円

再評価を行った年月日 平成13年12月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額

△1,571百万円

 ※４．当社が保有する自己株式数は、次のとおりであ

       ます。

          普通株式 63,990株

 ※４．当社が保有する自己株式数は、次のとおりであ

       ます。

          普通株式 64,431株

　５．保証債務 　５．　　　　　　　　──────

次の会社について金融機関からの借入金に対し、債

務保証を行っております。

 

㈱ナコス・コンピュータ・

システムズ
40百万円
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第44期
（平成16年12月31日）

第45期
（平成17年12月31日）

※６．期末日満期手形の会計処理については、当期末日は

金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。当期末日満期手形は

次のとおりであります。

※６．期末日満期手形の会計処理については、当期末日は

金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。当期末日満期手形は

次のとおりであります。

受取手形 711百万円

支払手形 1,905百万円

受取手形 597百万円

支払手形 4,357百万円

※７．当期末の受取手形残高は、手形信託契約に基づく債

権の一部譲渡によって2,544百万円減少しておりま

す。

※７．当期末の受取手形残高は、手形信託契約に基づく債

権の一部譲渡によって2,916百万円減少しておりま

す。

※８．当期末の売掛金残高は、債権売買基本契約に基づく

債権の一部譲渡によって、3,213百万円減少してお

ります。

※８．当期末の売掛金残高は、債権売買基本契約に基づく

債権の一部譲渡によって、3,064百万円減少してお

ります。
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（損益計算書関係）

第44期
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

第45期
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

※１．減損損失

　　　当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

用途・場所 種類

ホテル資産

静岡県熱海市伊豆山

　

建物・構築物・車両運搬具・

器具備品・土地・温泉利用

権・差入保証金

リース資産

賃貸用資産

埼玉県八潮市大字大曽根
土地

　当社は、資産を各地域営業部、ホテル資産、賃貸用資

産及び共用資産にグループ化し、減損損失の認識を行っ

ております。

　グルーピングの単位である各地域営業部においては、

減損の兆候がありませんでしたが、ホテル資産について

は過去の投資に起因した償却費負担等により営業損益が

低迷したため、また賃貸用資産は地価が下落したため、

上記施設の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（1,614百万円）として特別損失に計上

しました。

　その内訳は、ホテル資産1,493百万円（内、建物1,171

百万円、構築物33百万円、車両運搬具0百万円、器具備

品16百万円、土地246百万円、温泉利用権24百万円、差

入保証金0百万円及びリース資産0百万円）、賃貸用資

産120百万円（内、土地120百万円）であります。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は不動産鑑定

会社による評価額をもとに正味売却価額により評価して

おります。

※１．             ──────
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①　リース取引

第44期
（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

第45期
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価
額相当
額
　　　　

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額

(百万円)

うち
減損損
失累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
　　　　

(百万円)

その他有形
固定資産
（器具備
品）

3,929 2,726 0 1,202

ソフトウェ
ア

163 81 － 82

合計 4,092 2,807 0 1,285

取得価
額相当
額
　　　　

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額

(百万円)

うち
減損損
失累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
　　　　

(百万円)

その他有形
固定資産
（器具備品
等）

5,360 2,995 0 2,364

ソフトウェ
ア

259 84 － 175

合計 5,620 3,079 0 2,540

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 (2) 未経過リース料期末残高相当額等

１年内 626百万円

１年超 682百万円

　合計 1,308百万円

リース資産減損勘定の残高 0百万円

１年内 1,052百万円

１年超 1,527百万円

　合計 2,579百万円

リース資産減損勘定の残高 0百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 1,108百万円

リース資産減損勘定の

取崩額

－百万円

減価償却費相当額 1,051百万円

支払利息相当額 32百万円

減損損失 0百万円

支払リース料 1,285百万円

リース資産減損勘定の

取崩額

0百万円

減価償却費相当額 1,229百万円

支払利息相当額 46百万円

減損損失 －百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

同左

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料

１年内 271百万円

１年超 430百万円

合計 701百万円

１年内 415百万円

１年超 1,061百万円

合計 1,476百万円
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②　有価証券

　　　前事業年度（平成16年12月31日）

　　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

　子会社株式 1,009 7,957 6,947

　関連会社株式 － － －

　　　当事業年度（平成17年12月31日）

　　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

　子会社株式 1,009 9,100 8,090

　関連会社株式 － － －
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③　税効果会計

第44期
（平成16年12月31日）

第45期
（平成17年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（単位：百万円)

繰延税金資産

貸倒引当金 205

未払事業税等 313

賞与引当金 866

退職給付引当金 3,447

役員退職慰労引当金 118

会員権 303

減損損失 951

その他 573

繰延税金資産合計 6,780

繰延税金負債

プログラム準備金 △2,023

有価証券評価差額 △283

前払年金費用 △1,387

その他 △11

繰延税金負債合計 △3,706

繰延税金資産の純額 3,074

（単位：百万円)

繰延税金資産

貸倒引当金 245

未払事業税等 634

賞与引当金 915

退職給付引当金 3,653

役員退職慰労引当金 136

会員権 291

減損損失 912

その他 651

繰延税金資産小計 7,440

 評価性引当額 △217

繰延税金資産合計 7,222

繰延税金負債

プログラム準備金 △1,735

有価証券評価差額 △761

前払年金費用 △1,200

その他 △11

繰延税金負債合計 △3,709

繰延税金資産の純額 3,513

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

（単位：％)

法定実効税率 42.1

（調　　整）

交際費等の損金不算入額 0.6

住民税均等割 0.8

税率変更による期末繰延税金資産の

減額修正

△0.7

IT投資減税 △2.2

その他 0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.1

　　 

   　法定実効税率（40.7％）と税効果会計適用後の法人税

   等の負担率（42.1％）との間の差異が法定実効税率の

   100分の５以下であるため注記を省略しております。

- 16 -



（１株当たり情報）

項　　目
第44期

（自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日）

第45期
（自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日）

１株当たり純資産額（円） 1,703.66 1,809.03

１株当たり当期純利益（円） 292.25 344.02

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

第44期
(自　平成16年１月１日
至　平成16年12月31日)

第45期
(自　平成17年１月１日
至　平成17年12月31日)

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 9,235 10,871

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 9,235 10,871

期中平均株式数（千株） 31,603 31,602

（重要な後発事象）

    該当事項はありません。

（役員の異動）

　　　提出日現在、役員の異動については、該当事項ありません。
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